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精華町手話言語及び障害特性に応じた情報保障に関する条例検

討委員会設置要綱

（設置）

第１条 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第３条第３号の規

定に基づき、手話を言語と認め、障害の特性に応じたコミュニケー

ション手段の理解及び普及を図るとともに、障害の有無にかかわら

ず誰もが分け隔てられることのない共生社会の実現を目指す条例の

制定に向け、精華町手話言語及び障害特性に応じた情報保障に関す

る条例検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会は条例に規定するべき事項に関することを検討し、町

長に報告するものとする。

（組織）

第３条 委員会は、委員２０人以内で組織する。

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、町長が委嘱又は任命す

る。

（１）学識経験者

（２）障害児者団体の代表者

（３）障害児者を支援する事業者又は団体の代表者

（４）一般公募の町民

（５）その他町長が必要と認める者

３ 一般公募の町民の選考方法については、別に定める。

（任期）

第４条 委員の任期は、委嘱又は任命された日から第２条の規定によ

る報告をする日までとする。

（委員長）

第５条 委員会に委員長を置く。

２ 委員長は、委員の互選により定める。

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総括する。

４ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、委員長があ

らかじめ指名する委員がその職務を代理する。

（委員会）
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第６条 委員会は、委員長が招集し、委員長が議長となる。

２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。

３ 委員長が、特に必要があると認めたときは、委員以外の者を委員

会に出席させ、その意見を聴き、又は資料の提出を求めることがで

きる。

（庶務）

第７条 委員会の庶務は、健康福祉環境部社会福祉課において処理す

る。

（委任）

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事

項は、町長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。

（委員会の招集の特例）

２ この要綱の施行の日以後に最初に開かれる委員会は、第６条第１

項の規定にかかわらず、町長が招集する。

（要綱の廃止）

３ この要綱は第２条の規定による報告をする日をもって、その効力

を失う。


